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第1章 離島問題の特質及びその課題

第1節離島問題の特質

日本は島国であり，国際的視野に立てば日本経済も

離島経済である.しかし国内的には北海道，本州，四

国，九州及び沖縄本島を本土として，それよりも小さ

い陸地(淡路島以下)を島と呼んでいる.島とは，

「四面，水によって固まれた小陸地J(広辞苑)とされ

ているが，単に水圏に固まれている陸地というだけで

は不十分であり，相対的に面積が狭小であることが必

要条件となる.さらに隔絶性(本土からの地理的距離)

がより著しいものを「離島」としている.

このように，自然地理条件等によって生じる地域間

格差の問題を地域問題という.したがって，離島問題

とは①隔絶性，②狭小性などの自然地理的な「離島性」

によって生じる地域間格差(=不均等発展)問題であ

る.すなわち，離島性を原因として他地域に比べて経

済発展のテンポが著しく遅れるために生じる問題であ

り，経済発展の速度の違いに応じた差異の問題である.

しかし，一般的に地域問題を考えるときは， r地域社
会を社会生活の歴史的な発展に即し，生活様式の経済

史的な発展段階に即して捉えるJ(飯塚， 1975)こと

が重要になる.何故ならば，経済発展を阻害する要因

は自然地理条件のみではなく，社会経済条件によるも

のが少なくないからである.そして，社会経済条件は

地域政策など前時代の影響を引き継ぐものである.特

に離島のような他地域への影響力が小さく，逆に他地
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域からの影響を一方的に強く受ける地域では，外部社

会(離島について言えば本土)の経済発展からどのよ

うな影響を受けたかをより明確に整理する必要がある.

これまでにも時と場所により離島の社会的位置づけ

は変化してきた.現在は無人島であるが，かつては帆

船が「風待ち」として寄港して栄えた島もある.つま

り自然地理的な「離島性」は，社会経済的な条件の変

化によって位置づけが異なる.

最初の条件は，交通手段の発展である.かつて帆船

が航路の主役であった頃は風待ちの停泊港として栄え

た離島でも，蒸気船に主役が変わると同時に，離島そ

のものを目的地としない限り，船が離島に立ち寄る事

はなくなった(宮本， 1969). また，陸路が十分に発

達していなかった頃は海路が輸送の主力であり，離島

は大阪や東京などの都市と直接関係をもっ先進地域に

成り得た.例えば，長崎県五島は帆船により 5日間で

江戸に魚を卸し，帰りには江戸の商品や情報を島に持

ち帰っていた(宮本， 1969). しかし，陸路の発達や

経済環境の変化に伴い，五島の魚は長崎に卸し，そこ

から東京，大阪に届けられるようになった.これまで

経済的に関係の薄かった長崎を中継する取引に変化し

たために，海路は不利条件として島の生活を制約し，

島の経済環境は中継地と新しい関係を構築しなければ

ならないという厳しい状況に立たされた.

二つ目の条件は，離島の主要産業であった水産業の

動力化が遅れた事である.離島は近くに最良の漁場を

もっため，小型船による操業が主力であった.しかし

漁船の大型化に伴い，他地域からの大型漁船が離島近

海で操業するようになり，小型船では競争に耐えられ

ず，といって大型船に切り換えても係留できる港が離

島では整備されておらず，離島漁業は衰退するように

なった(宮本， 1969). また，上五島は江戸時代から

捕鯨の島として栄えてきたが，江戸後期以降捕鯨業は

衰退した(郡家， 1985).漁業は回遊魚の減少ととも

に廃れることが多く，離島ではそれが顕著にあらわれ

る.

三つ目の条件は企業の立地行動である.一般に地域

構造は産業構造により規定されるものであり，産業構

造の地域的反映として捉えられる.産業構造そのもの

は企業の立地行動の結果だが，離島は企業の立地行動

の枠外にあり，かつ島の開発を制限する政策も多かっ

た.したがって，離島における産業構造を捉える時は

企業独自の立地行動のみではなく，企業立地を推進す

る一連の経済政策，地域政策も併せて検討する必要が

ある.

聡ら

例えば，長崎県の離島は特に国境の島としての宿命

がある.I貌志倭人伝」の時代から大陸との交流の窓

口であり，商人が貿易を行うために長期間滞在する文

化交流の拠点であった.同時に国境警備の要衝であり，

特に対馬は全島要塞地帯として，軍事目的以外に現状

の変更を許さない不開発方針がとられ，この政策は離

島振興法が本格化するまで維持されてきた(梅井，

1969) .企業立地等も一連の地域政策に左右されてお

り，離島政策が重視されなければならないゆえんであ

る.

このように離島問題は，自然地理的条件と社会経済

条件の両方によって規定されるものである.

第2節 地域活性化の理論背景1)

地域の連関構造は経済波及効果の表れとして考える.

民間消費を C，政府投資をI.移出額をE，移入額を
M，地域生産額を X，投入係数を aとする地域産業

連関表より地域の需給バランスは次のように表せる.

aX+C+I+E-M=X ① 

ここで (X-aX)は付加価値額であり，地域所得Y

と考えられるので，①式は

Y+M=C+I+E ② 

と表すことができる.ここで地域全体の経済活動の

結果である地域の分配所得水準 Yを，地域の経済活

動の指標として考える.地域所得の増減を経済活動の

変化として考え，どのような経済活動が所得を高める

かを考える.

地域の消費関数を

C=CO+C1Y ③ (Cl :平均消費性向)

とする.③式を②式に代入して Yについて整理す

ると

Y= Ico+ I+(E-M) 1/(l-Cl) ④ 

となる.

l!(1-Cl)は地域乗数と呼ばれ，移入額 M との積が

地域所得の地域外への流出量を表わす.要するに，短

期的にみると他の変数は所与として考えられるので，

地域所得は (E-M)に依拠することになる.したがっ

て，移出額Eをできるだけ大きくして，移入額M を

なるべく小さくすることが地域所得を最大にする方法

である.そこで移入額M を原料品移入額 (Mm)と完

成品移入額 (Mc)に区別する.
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Y十Mm+Mc=co十clY+I十E ⑤ 

地域所得Y=(1-a)Xの関係を利用して，中間需

要額aXはaY/(1-a)となる.ここで域内自給率を

sとすると，原料品移入額Mmは aX-saXであり，

域内中間需要額は

saY=saY /(1-a) ⑤ 

したがって，原料品移入額Mmは

Mm=aX -saX=a Y /(l-a) -sa Y /(l-a) 

= (1-s)aY /(1-a) ⑦ 

①式と⑤式を用いて所得Yで整理すると，地域の移

出入を考慮した地域乗数が完成する.ちなみに原料品

移入額 (Mm)は，ここで想定している域外中間投入

に該当するものと考える.

Y ， X [co+I+(E-Mc)] ⑧ 
1ω+(l-s)a/(1-a) 

短期的にみると，消費関数の係数は変化しないので

所与として扱い，所得に対して，他の変数がどのよう

に変化するかを通して地域構造の在り方を考える.⑧

式の右辺の第一項は地域乗数であり，第二項は外生変

数であり，地域乗数を高めるためには，三通りの考え

方がある.

①まず投入係数を小さくすることが挙げられる.投

入係数は産業によって異なるので，地域内に投入係数

の小さい産業(労働力多用型産業)が数多く立地する

ほど地域乗数は高まる.例えば，農業や第三次産業で

ある.農村部では観光業などの第三次産業が単独で、形

成される可能性は少なくないと考えられるが，観光業

には季節性が著しく，年間雇用という面では農林漁業

や労働集約型の製造業の立地が必要になる.

②次に，中間投入財の域外調達率を小さくすること

である.まず，現段階で供給が可能な中間投入財を活

用した産業の育成が重要になる.例えば，労働力や農

林漁業が地域資源の中心になる場合，農林業関連製造

業，そして関連サービス業へと段階的に連関関係を強

めていくことである.

③最後に，右辺第二項の観点から地域所得の増加に

は地域の戦略的なマーケティングが必要なことが指摘

できる.地域所得を高めるためには，漏れを最小限に

しなければならない.そのためには，地域の生産物を

売り込むことが大切である.

以上の法則を離島経済にあてはめれば，離島経済が

不利になる条件として三つのことが考えられる.まず，

市場との距離が挙げられる.市場から隔絶されている

ため生産物の販売において運賃が多くかかり，かつ原

料や生活資料の購入にも本土に比べると輸送費分だけ

高くなる. しかし価格は原則的に一物一価の法則より，

価格において市場近郊の工場でつくられた製品と区別

されることはない.そのため遠距離において市場近郊

の工場と競争するためには，生産コストを抑えなけれ

ばならない.コストを下げるには原料を安く抑え，労

賃を下げるしかない.要するに，低労賃が離島地域の

構造的問題となっている.離島経済で主要な地位を占

める第一次産業は，離島のもつ隔絶性ゆえに労働集約

的なものにならざるを得ず，資本集約的経営は成立し

にくく，特に農業では，集約化よりも粗放的な規模拡

大が展開されている.さらに原料や資材などの輸送費

がかからないように，島内生産物の利用率を高めるこ

とが必要で、あり，水産物加工が積極的に展開されてい

る.

もう一つの条件は，狭小性である.島の経済範囲が

狭いため，本土からの移出入が多く，島内への経済波

及効果が少ない.島内の経済波及効果は，消費関数を

用いた地域乗数であらわすことができる.地域乗数は

本来1/(1-c)で表されるが，それは封鎖体系内のこ

とであり，離島のように地域経済の所得が地域外に流

出していく地域とは異なる.もし資材，原料が島内自

給でき，生活資材も島内で賄えるならば，経済波及効

果は高くなり，狭小性は問題とならない.しかしそれ

は空論にすぎず，資材原料は本土から移入され，域内

所得も生活資料の購入を通して域外に流出されている.

以上をまとめると，立地できる産業は地域資源を多

用する産業であり，農業・漁業などである.また，立

地できても，地域乗数の値が小さいので波及効果は少

ない.したがって，域内所得に与える影響は少なく，

労賃として投下されるだけである.しかも，立地の条

件でみたように低労賃とならざるを得ないので，離島

経済の属性として低生産性が維持されている.

したがって連関構造を地域の経済波及効果とし，離

島地域に当てはめれば，①投入係数を小さくし，かっ

縞絶性を克服するためにも，労働集約的な農業，漁業

を基盤産業としつつ，②域内自給率を高めるためにも，

農林漁業生産物を原料需要する関連製造業を設立し，

徐々に産業連鎖を高めて，③関連製造業の生産物を域

外に積極的に売り込む必要がある.

85年以降離島地域で製造業が増加したことは，①と

②の要因によるものと考えられる.農業，漁業と同様
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に，労働集約的な製造業が誘致されたためであり，ま

た，従来家内生産として成立していた水産物加工業で，

加工から販売まで独自の戦略に基づいて行う第三セク

タ一等(対馬「海士J)が設立されたことが考えられ

る.

しかし地域戦略としてこの傾向を維持するためには，

地域の基盤産業を基軸としつつ，②の方向として「産

業ミックス」を形成する必要がある.ここでは基盤産

業と関連産業とのあいだで，対等な投入・産出の域内

産業連鎖(農林水産業と商業.工業との複合化)が実

現していると考える.

第3節 これまでの離島研究一一ー離島農業論として

離島経済は本土経済と比べて，隔絶性，狭小性など

著しい不利条件を持っている.そうした不利条件下に

おいて，離島の主要産業である漁業が国際的な不振で

あった昭和40年代には， I海から陸へ」をキーワード

として，各離島で農業や製造業の育成が行われた.な

かでも本土地域に比べて比較的平坦地が多いため，下

五島，壱岐では農業が積極的に展開されてきた.

長崎県の離島の農家数は11，212戸であり，長崎県の

20%を占めている.耕地面積は15，409haであり， 24 

%を占めている.長崎県農業において，離島は無視で

きないことがわかる.他方，農業粗生産額では県内の

13%を占めているに過ぎず，農家戸数，耕地面積の割

合に比べて低いことがわかる.

自然条件・地理条件

<作物選択>

ばれいしよ

かんしょ

畜産(牛)

交通アクセスの改善 ↓ 

<農法の転換>

聡ら

そのうえ，五島列島は台風常襲地であり，数年間隔

で農作物に大被害が生じるため，価格安定作目である

ことと共済制度が確立していることの二つが作目選択

の条件とならざるを得ない.このことを一般化すれば，

離島農業が豊富な土地資源を有効に活用できていない

理由が得られる.自然災害に耐えられる作目(=価格

支持，共済制度)は限定されており，かつ市場条件=

需要の変化に遅れがちである.したがって市場変化の

影響をより強く受ける.

図1-1は，下五島農業の展開をまとめたものであ

る.昭和40年代に甘藷に代わって導入された葉タバコ，

養蚕が定着し，かねてから盛んに行われていた肉用牛

(繁殖)とともに三大作目となっている. この三大作

目を基幹作目として，米麦，野菜などを組み合わせた

混合農業地域となっている.

すなわち，災害に耐えられ，かつ市場変化に即応で

きるという二律背反的な要求を満たす作目の選択がポ

イントとされてきた. しかし，元々困難な課題のため，

どちらの要望に重点をおくか，または付加価値を生み

出す他の条件(例:軽量化)を新たに考慮するかの対

応がとられた.

最近では，冬期の温暖な気候を利用した「早出し馬

鈴薯」や施設園芸の花き類の推進により危機打開が模

索されている.しかし，自然災害常襲地であるためハ

ウス破損などが起こり，定着するに到っていない.ま

た，アスパラガスなど軽量で付加価値の高い作物の導

2年3毛作

タバコ作の導入……1年2作裂

アルコール原料自由化→ ↓ 

s40年代 <かんしょの衰退>

養蚕の導入，タバコの積極的拡大

子牛価格の高騰→ ↓ 

s50年代 <畜産農家の増加>

牛肉自由化→ ↓ 

安定作物の低下 ↓ 

<農業危機>

桑畑の耕作放棄地が増大→ばれいしょに転換

図1一 1 五島農業変遷史
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入が図られているが，それでも輸送コストが約 1kg

あたり約50銭かかるため，本土農業地域に比べての不

利地域を打ち消して，余りあるような，高品質とか早

どり等の特性が求められるが，十分にそれを実現して

いない.

離島農業では農地面積に対して，相対的に過剰人口

を抱えている. したがって労働生産性の低さを改善す

る方向として，規模拡大を図り，労働力を農業外に排

出する方向と.労働力を農業内にとどめて，土地生産

性を向上させる方向とが考えられる.

下五島地域では，災害に耐えられる土地利用作目が

推進されたため，積極的に農地の規模拡大が行われた.

その結果，不利地域にありながら下五島地域には多く

の大規模農家が存在している.農家数2，863戸，耕地

面積6，047ha，農家1戸当たりの平均経営耕地面積は

2.llhaで，県下最大であり， 2.0ha以上の農家が全

体の27%を占めている(平成3年度長崎県農林水産統

計).しかし.農業外に就業の場を確保することなく，

個別農家の規模拡大は，労働力の島外流出を引き起こ

し，島全体の農家数の減少に拍車をかけている.すな

わち労働生産性追求が過疎化を引き起こした一つの要

因であったと考えられる.こうした過疎化の進展は，

濯瓶施設の管理などの共同作業を困難にしている.そ

のため，規模拡大農家は施設の維持管理の負担をすべ

て背負う形になっており，過重負担から営農意欲を阻

害する結果になっている.したがって，今後は就業者

数を増加させる方向での産業育成が緊急の課題である.

現在の農業の危機的状況において，規模拡大路線を見

直して，花井栽培等の集約型農業に転換するため，第

三セクタ一方式による営農支援活動が行われている.

しかし，同時に規模拡大を図りつつも，離農者をいか

に地域社会にとどめるかが重要になる.そのためには，

農業をどのように活性化するかということだけでなく，

いかに農業外に兼業先を確保するかが課題と考えられ

る.本論文では，農業を基軸にしつつも，その他の地

域産業との関連の中での就業機会の創出を基本視角と

して，地域経済を分析していく.
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第l節長崎県の離島産業構造

(1)長崎県の離島の概要

九州・沖縄地方は全国でも最も離島の多い地域であ

り，なかでも長崎県は全国有数の離島県である.離島

振興法の成立に関しでも主導的な役割を果たした.長

崎県下の離島の数は588島あり，そのうち75島が有人

島， 513島が無人島である.75島の有人島のうち， 59 

島が離島振興法に指定されており，その面積は県土の

39%，人口は13.1%を占めている.県の面積・人口に

占める離島の割合では日本ーである. しかし離島の面

表2-1 長崎県離島の産業別就業者数
(人， %) 

区 分 下五島 上五島 'E ヒ 岐 対 馬

第一次 5，901(26.4) 3，446(27.2) 6，639(37.0) 6，190(29.0) 

農 業 3，169(15.5) 169( 1.3) 4，396(24.5) 1，235( 5.8) 

林 業 19( 0.1) 12( 0.1) 14( 0.1) 244( 1.1) 

i魚、 業 2，713(13.3) 3，265(25.8) 2，229 (12.4) 4，711(22.0) 

第二次 4，244(19.0) 2，557(20.2) 3，273(18.2) 4，131(19.3) 

鉱 業 81( 0.4) 51( 0.4) 15( 0.1) 52( 0.2) 

建設業 2，844(12.7) 1，845(14.6) 1，800(10.0) 2，637(12.3) 
製造業 1，319( 5.9) 661( 5.2) 1，458( 8.1) 1，442( 6.7) 

第三次 12，241 (54. 7) 6，091(48.1) 7，234(40.3) 9，087(42.5) 

ノLス二、P 務 1，390( 6.2) 561( 4.0) 812( 4.5) 1，959( 9.2) 
サービス 4，817(21.5) 2，790(22.0) 3，296(18.4) 3，892(18.2) 

その他 6，034(26.9) 2，740(21.7) 3，124(17.4) 3，236(15.1 ) 

合 計 22，391 12，655 17，958 21，367 

注・合計に分類不能を含む.

資料:国勢調査(平成2年)( )内は割合を示す.
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積に占める割合が高いにも関わらず，人口に占める割

合が少ないことが一つの特徴である.以下，長崎県の

主要な離島として五島，壱岐，対馬を取りあげ，この

うち五島は地理的条件より下五島，上五島の2つに分

けて考える.

最も人口が多いのは下五島地域であり，次いで対馬，

壱岐，上五島の順になっている.下五島は全国でも珍

しい「市J(福江市)をもっ離島であり，城下町とし

て古くから周辺地域の中心都市として栄えていたこと

が現在に引き継がれており，医療，教育施設等が他の

離島に比べて整備されていることが人口の多い一つの

要因である.

産業別就業者数(表2-1)を見ると，各地域とも

第三次→第一次→第二次の}I頂になっており，第二次産

業(特に製造業)の比率が低いことが離島産業構造の

共通の特徴である.

産業別に地域の特徴をみると，農業は壱岐が就業者

数，比率ともに最も高く，下五島も他地域に比べると

圧倒的に農業の比率が高い.漁業は就業者数で対馬が

最も多く，比率では上五島が最も高い.第二次産業で

は，就業者数で最も多いのは下五島であり， }II買に対馬，

壱岐，上五島となっているが，比率では上五島が最も

聡ら

多く，対馬，下五島，壱岐の順になる.上五島の順位

があがる要因は，上五島での建設業の比率の高さにあ

ると考えられる.また，自衛隊基地があるため対馬，

下五島の公務の比率が高くなっている.

産業別総生産(表2-2)をみると，第一次産業で

は下五島・壱岐が農業に，上五島・対馬が漁業に特化

しており，特に上五島では漁業の総生産額が第三次産

業の合計よりも大きい.第二次産業では下五島・壱岐

で製造業が高く，同様に下五島・対馬では建設業が高

しミ

以上のような離島の産業的特徴は離島の地形的特徴

と関連が深い.地形的には，山村型離島と呼てる対馬・

上五島では農地が少なく，水産業を中心とした産業構

造が作られている.他方，平地型離島と呼べる下五島

では農業が主力であり，また地理的に福岡市など大都

市を控え，近郊型離島と呼べる壱岐でも農業が主力を

占めている.

以上の点より，長崎県主要離島は二つのタイプに分

けることができる.まず下五島・壱岐は地形的に平地

型離島であり，農業を中心に製造業の割合が高いタイ

プである.その一方，上五島・対馬は漁業を中心とし

て建設業が比較的高い山村型離島タイプであり，製造

表2-2 長崎県離島の産業別総生産(1991)

区 分 下五島

第一次 13，720 

農 業 3，158 
林 業 147 
漁 業 10，415 

第二次 24，596 

鉱 業 2，499 
建設業 16，365 
製造業 5，732 

第三次 86，982 

ノι丈泊、一 務 9，447 
サービス 17，275 
その他 60，260 

計 125，298 
帰属利子 -3，415 

Aにj' 言十 121，883 

注:合計に分類不能を含む.

資料:長崎県の地域別総生産

(百万円)

上五島 壱 岐 対 馬

20，748 9，986 19，620 

255 2，897 565 
104 42 4，125 
20，389 7，047 14，930 

16，086 17，835 24，552 

2，135 2，458 636 
11，935 10，462 19，949 
2，016 4，915 3，967 

45，400 55，320 75，661 

3，606 4，385 12，030 
7，823 11，869 13，258 
33，971 39，066 50，373 

82，234 83，140 119，831 
-2，181 2，573 -3，154 

80，053 80，567 116，677 
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表2-3 五島の産業別総生産

(百万円)

区 分 1980 1985 1990 1991 

第一次 31，097(23.4) 37，914(23.6) 35，207(16.8) 34，468(16.6) 

農 業 6，118( 4.6) 5，546( 3.5) 5，034( 2.4) 3，413( 1.6) 

林 業 1，318( 1.0) 330( 0.2) 269( 0.1) 251( 0.1) 

漁l 業 23，661(17.8) 32，038(19.9) 29，904( 14.2) 30，804(14.8) 

第二次 23，377(17.6) 24，478(15.2) 46，027(21.9) 40，682(19.6) 

鉱 業 1，1l1( 0.8) 4，376( 2.7) 5，400( 2.6) 4，634( 2.2) 

建設業 3，282( 2.5) 4，413( 2.7) 8，079( 3.8) 7，748( 3.7) 

製造業 18，984(14.3) 15，689( 9.8) 32，548(15.5) 28，300(13.6) 

第三次 78，475(59.0) 98，293(61.2) 128，645(61.3) 132，382(63.8) 

/ふに‘ 務 9，666( 7.3) 10，045( 6.3) 12，433( 5.9) 13，053( 6.3) 
サーピス 12，927( 9.7) 18，290(11.4) 24，479(11.7) 25，098(12.1) 

その他 55，882(42.0) 69，958(43.5) 91， 733( 43. 7) 94，231(45.4) 

計 132，949(100) 160，685(100) 209，879(100) 207，532(100) 

帰属利子 -3，663 -3，234 

よE恥Z 計 129，286 57，451 

資料長崎県の地域別総生産

業の総生産額が低い分を漁業もしくは林業(椎茸栽培)

カfカノTーしている.

一般的に就業者数は経済発展とともに第一次→第二

次→第三次と重心が移行していくが，離島では産業別

総生産で明らかのように漁業を中心としているが，製

造業など第三次産業部門の基盤が弱いため，第一次産

業の減少が島内第三次産業.もしくは島外流出につな

がっている.したがって，第三次産業は絶対数だけで

なく，相対的に比牽を高める結果になっている.

(2)長崎県の離島の産業構造の変化

①五島

当地域の産業別総生産(表 2-3) をみると，農業

は後退傾向が明らかだが，漁業はほぼ横ばいで推移し

ている.また製造業が85年から90年にかけて 2倍以上

に増加しており，建設業の上昇と相まって第二次産業

のウエイトを上昇きせ，第一次産業と第二次産業のウ

エイトを逆転きせている.しかし90-91年は製造業，

建設業ともに減少し，第三次産業の展開が安定的でな

いことを表しており，今後製造業が定着するか否かが

注目される.

次に就業者数を上五島，下五島に分けて検討してい

く.

-5，403 5，596 

204，476 201，936 

ア)下五島

当地域の就業人口は20，462人(1990年国勢調査)で.

1965年の31，364人から年々減少して当時の71%となっ

ている(表 2-4). 第一次産業に従事する就業者，

1965年は全体の6割弱だが， 1990年には3割強にまで

減少して，第一次産業，特に農業の減少が全就業者数

の減少につながっている.

第二次・第三次産業は増加しており，なかでも製造

業・建設業は85年から90年にかけて急増している.こ

れは社会資本の整備が進展し，企業の誘致が進んだこ

とを反映している.

イ)上五島

当地域の就業人口は12，655人(1990年国勢調査)で，

1965年当時の64%となっている.1975-85年の10年間

は微増傾向にあったが， 1990年に再び減少に転じてい

る.1975-85年は第一次産業の減少が緩慢だったこと

と，第二次産業，特に建設業の増加が微増の原因であ

る.85-90年は製造業が急増したものの.建設業が減

少し，第一次産業(なかでも農業)が急激に減少し，

漁業も下五島以上の減少率になっていることが，減少

に転じた理由である.ただし全体として第三次産業の

伸びは壱岐に次ぐ伸び率であり，構成比でも下五島に

次ぐ比率となっている.
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表2-4 下五島及び上五島の産業別就業者数の変化

[下五島] 1965 1980 

第 A次産業 18，603(59.3) 9，751(38.3) 

農 業 14，604(46.6) 6，221(24.9) 
林 業 151( 0.5) 54( 0.2) 

漁 業 3，848(12.3) 3，296(13.2) 

第二次産業 2，895( 9.2) 3，438(13.8) 

鉱 業 185( 0.6) 73( 0.3) 

建設業 1，464( 4.7) 2，407( 9.6) 
製造業 1，246( 4.0) 958( 3.8) 

第三次産業 8，641(27.6) 10，605(42.7) 

/ιぺ、v 務 1，225( 3.9) 1，350( 5.4) 

総 務 31，364 24，964 

[上五島] 1965 1980 

第一次産業 13，032(65.8) 5，891(41目4)

農 業 6，250(31.6) 887( 6.2) 
林 業 94( 0.5) 39( 0.3) 
漁 業 6，688(33.8) 4，965(34.9) 

第二次産業 1，772( 8.9) 2，153(15.1) 

鉱 業 13( 0.1) 2( 0.0) 

建設業 1，157( 5.8) 1，787(12.6) 
製造業 602( 3.0) 364( 2.6) 

第三次産業 4，587(23.2) 5，635(39.6) 

/ι:::-、 務 410( 2.1) 541( 3.8) 

総 務 19，801 14，220 

一一注:1 )第三次産業は公務を除く.2)公務に不明を含む

資料:I語勢調査報告該当年次より作成

1985 

8，410(35.2) 

5，103(21.4) 
43( 0.2) 

3，264(13.7) 

3，274(13.7) 

95( 0.4) 

2，268( 9.5) 

911( 3.8) 

10，841(45.4) 

1，401( 5.9) 

23，896 

1985 

5，172(35.7) 

842( 5.8) 
23( 0.2) 
4，307(29.7) 

2，715(18.7) 

36( 0.2) 
2，317(16.0) 
362( 2.5) 

6，050( 41.8) 

544( 3.8) 

14，481 

1990 

5，901(28.8) 

3，169(15.5) 
19( 0.1) 

2，713(13.3) 

4，244(19.0) 

81( 0.4) 
2，844(12.7) 

1，319( 9.4) 

10，851(48.6) 

1，395( 6.2) 

22，341 

1990 

3，446(27.2) 

169( 1.3) 
12( 0.1) 
3，265(25.8) 

2，557(20.2) 

51( 0.4) 
1，845(14.6) 
661( 5.2) 

6，091(48.1) 

561( 4.4) 

12，655 

cg;壱岐

当地域の産業別総生産(表2-5) を見ると，基幹

産業である農業の低迷，特にウエイトの低下が著しい.

県平均と比較して第一次産業のウエイトは高く，第二

次産業のウエイトは低い.しかし第一次産業の総生産

額はほとんど変化していない.地域の総生産額の上昇

は鉱業，建設業そして第三次産業の増加によるもので

ある.

の農業就業者は4，396人で， 1965年当時の25%弱にす

ぎないが，農業総生産は上昇している.85-90年にか

けて製造業就業者数は増加しており，農業の労働生産

性向上に伴って非農業分野へ流出した就業者を島内に

つなぎ止めているとも考えられる.

当地域の就業人口は17，958人(1990年国勢調査)で

あり， 1965年の21，897人の82%であり，最も減少率が

少ない.1965年の農業就業者が全体の54.7%を占めて

おり，離島では珍しい農業中心地域であった.1990年

③対馬

当地域の産業別総生産(表2-6) を見ると，第一

次産業の伸びは低く，全体に占める割合は低下してい

る.第二次産業も生産額は増加しているものの，全体

のウエイトはほとんど変化していない.県平均と比べ

ると林業，漁業のウエイトが高し建設業の割合が高

い.全体として他の離島に比べて公共関連部門が突出
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表 2-5 壱岐地域の産業別総生産及び就業者数の変化

(単位上段.百円・下段:人)

[総生産] 1980 1985 1990 

第一次 10，225 (19.3) 8，85904.0) 1O，849( 13.1) 

農 業 4，614( 8.7) 3，942( 6.2) 4，268( 5.1) 

林 業 69( 0.1) 47( 0.1) 36( 0.0) 

漁 業 5，54200.5) 4，870( 7.7) 6，545( 7.9) 

第二次 11，850(22.4) 12，27309.4) 17，335(20.9) 

鉱 業 972( 1.8) 2，497( 4.0) 2，866( 3.5) 

建設業 1，786( 3.4) 3，284( 5.2) 4，524( 5.5) 

製造業 9，092( 17.2) 6，49200.3) 9，945(12.0) 

第三次 30，934(58.4) 42，007(66.5) 54，769(66.0) 

ノιtミj 務 3，396( 6.4) 3，479( 5.5) 4，268( 5.1) 
サーピス 5，766(10.9) 9，12604.5) 11，766(14.2) 

その f也 21，772(41.0) 29，402(46.6) 38， 735( 46. 7) 

計 53，009(100) 63，139(100) 82，953(100 ) 

帰属利子 -1.541 -1.815 -2，434 

メ口〉 言十 51，468 61，324 80，519 

[就業者】 1965 1980 1985 

第一次産業 14，723(67.2) 9，165(47.7) 7，920(42.6) 

農 業 11，983(54.7) 6，404(33.3) 5，364(28.8) 
l 林 業 15( 0.1) 1O( 0.1) 17( 0.1) 

業 2，725(12.4) 2，751(14.3) 2，539(13.6) 

第二次産業 1，466( 6.7) 2，59203.5) 2，79405.0) 

鉱 業 39( 0.2) 1O( 0.1) 35( 0.2) 

建設業 717( 3.3) 1，737( 9.0) 1，764( 9.5) 

製造業 710( 3.2) 845( 4.4) 995( 5.3) 

第三次産業 5，179(23.7) 6，747(35.1 ) 7，093(38.1) 

公 務 529( 2.4) 715( 3.7) 794( 4.3) 

高官 務 21，897 19，219 18，601 

下段注:1 )第三次産業は公務を除く.2)公務に不明を含む

資料・上段・長崎県の地域別総生産， ( )内は%

下段・国勢調査報告該当年次より作成

1991 

9，986(12.0) 

2，897( 3.5) 

42( 0.1) 

7，047( 8.5) 

17，835(21.5) 

2，458( 3.0) 

4，915( 5.9) 

10，46202.6) 

55，319(66.5) 

4，385( 5.3) 

11，869(14.3) 
39，065(47.0) 

83，140(100) 

-2.573 

80，567 

1990 

6，639(37.0) 

4，396(24.5) 

14( 0.1) 
2，229(12.4) 

3，27308.2) 

15( 0.1) 

1，800(10.0) 
1，458( 8.1) 

7，234(40.3) 

812( 4.5) 

17，958 

129 
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した汗3になっている. 一次産業の就業者は減少 (47%→29%) したものの，

第二次・第三次産業は他離島と異なり，微増(第二次

16%→20%，第三次32%→43%)にとどまっている.

これは1965年当時には鉱山労働者が多数いたが，その

後の閉山による鉱山関係者の減少分を建設業，製造業

の増加が補ったためと考えられる.さらに，自衛隊基

地があるため第三次産業，特に公務の割合が高いこと

当地域では1965年の就業人口が28，101人，そのうち

第三次産業の占める割合が約32%，第一次産業の割合

が約47%，第二次産業が約15%となっていた(表 2-

6).漁業の比率が高く，他離島と比較すると椎茸栽培

など林業も盛んに行われているが，その逆に農業の比

率が小さい. 1990年では労働生産性の向上とともに第

表2-6 対馬地域の産業別総生産及び就業者数の変化

(単位上段:百円・下段.人)

[総生産1 1980 1985 1990 

第一次 18，776(23.4) 17，850(19.2) 18，009(15.5) 

農 業 831( 1.0) 688( 0.7) 734( 0.6) 

林 業 4，400( 5.5) 3，413( 3.7) 3，938( 3.4) 
漁 業 13，545(16.9) 13，749(14.8) 13，337 (11. 5) 

第二次 16，805(20.9) 14，410(15.5) 23，860(20.6) 

一ー鉱 業 650( 0.8) 883( 1.0) 702( 0.6) 

建設業 2，250( 2.8) 2，720( 2.9) 3，904( 3.4) 
製造業 13，905(17.3) 10，807(11.6) 19，254(16.6) 

第三次 44，698(55.7) 60，645(65.3) 74，050(63.9) 

公 務 8，013(10.0) 9，044( 9.7) 11，395( 9.8) 

サーピス 6，837( 8.5) 8，970( 9.7) 12，745(11.0) 

その他 29，848(37.2) 42，631(45.9) 49，910(43.1) 

計 80，279(100) 92，905(100) 115，919(100) 

帰属利子 -2，198 1，847 2.784 

il 込 計 78，081 91，058 113.134 

[就業者】 1965 1980 1985 

第一次産業 15，615(46.9) 8，313(35.7) 7，454(33.6) 

農 業 5，946(17.9) 2，011( 8.6) 1，909( 8.6) 

林 業 1，090( 2.1) 412( 1.8) 382( 1.7) 

漁 業 8，579(27.0) 5，890(25.3) 5，163(23.3) 

第二次産業 3，510(15.6) 3，903(16.8) 3，709(16.7) 

鉱 業 958( 3.6) 64( 0.3) 48( 0.2) 

建設業 1，536( 7.7) 2，860(12.3) 2，557 (11. 5) 

製造業 1，016( 4.2) 979( 4.2) 1，104 ( 5.0) 

第三次産業 7，621(31.7) 9，167(39.4) 9， 118( 41.1) 

公 務 1，355( 5.9) 1，894( 8.1) 1，911( 5.6) 

総 務 28，101 23，277 22，192 

下段注:1 )第三次産業は公務を除く.2)公務に不明を含む

資料.上段・長崎県の地域別総生産， ( )内は%

下段・国勢調査報告該当年次より作成

1991 

19，620( 16.4) 

565( 0.5) 

4，125( 3.4) 
14，930(125) 

24，552(20.5) 

636( 0.5) 

3，967( 3.3) 

19，949(166) 

75，659(63.1) 

12，030(100) 

13，258(111 ) 
50，371(423) 

19，831(100) 

3，154 

16，677 

1990 

6，190(29.0 ) 

1，235( 5.8) 

244( 1.1) 

4，711(22.0) 

4，131(19.3) 

52( 0.2) 

2，637(12.3) 

1，442( 6.7) 

9，087(42.5) 

1，959( 9.2) 

21，367 
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が特徴として挙げられる.

(3)小括

以上みたような離島の産業構造の変化を全体的に整

理すると，①第一次産業が著しく減少している.②そ

れに伴い相対的に商業やサービス業などの第三次産業

の比率が高くなっている.③建設業および公務の増加

に見られるように，公共投資や公共部門に依拠した産

業構造になっている.④製造業が85年以降増加しつつ

ある，などのことカすわかる.

就業機会をいかに創り出すべきかという当初の問題

意識に立ち，①公共関連部門，~観光業，③製造業の

三点に注目する.

①公共関連部門は，建設業の生産額，就業者数の増

加に象徴される.離島地域の総生産額に占める建設業

の比率は14.6%であり，その建設総生産に占める公共

土木工事関連は75%に達している.離島での建設業は

道路の建設，整備や港湾の建設とかかわっており，建

設業の成長が砂利の採掘などの鉱業や林業，そして不

動産業の成長を促す要因になっている.しかし離島の

建設業は零細・小規模であり，小零細事業所を中心に

廃業が相次いだことがうかがわれる(水本， 1994). 

公共投資と地域資源との関係は基本的に労働力活用に

限定されており，一過性であり地域経済に永続的な関

係を構築することは難しい.

②観光業などサーピス関連業は，離島経済のなかで

主要な役割を果たしている.長崎県の離島を訪れる観

光客は226万人(1990年)であり，その多くは夏に集

中している.観光業は離島の不利条件である隔絶性を

メリットに置き換え，隔絶性ゆえにもち得る自然景観

や歴史の独自性を売りものにすることができる.長崎

県離島の多くは国立公園に指定されており，リゾート

開発も計画されている.しかし夏季中心であり，福江

島を除き宿泊施設の可動率は50%を下回っている.し

たがって年間雇用の確保などいくつかの間題点がある.

③製造業は85年以降，就業者数も総生産額も急増し

ている.経済発展を産業構造の工業化として捉える考

え方がある(鳥居， 1976).その考え方によれば，離

島では製造業が全体に占める割合は少ないものの，こ

の増加傾向が離島の不利条件としての隔絶性を克服し

た，産業構造の工業化として定着するならば，経済発

展が加速化されたと判断でき，最終的に地域の雇用を

増加させることが見込まれる.

そこで，次節では.就業機会をいかに確保すべきか

という当初の問題意識に沿って，産業構造の変化のな

かで注目すべき三項目(①公共関連部門，②観光業，

③製造業)のうち，製造業を中心に地域を支える基盤

が形成されているかどうかを分析する.

第2節経済基盤分析とその問題点

(1)地域の経済基盤分析2)

地域の経済活動を地域の経済基盤を支えている活動

と，それに関連する活動とに分け，この両者がどの産

業部門で行われているかを分析し，経済活動の特徴を

把握する方法を経済基盤分析という.

まず，地域の経済活動を，①その地域における自己

消費分を除いた余剰分をその地域外に移出する活動，

②その地域における自己消費分としてのその地域の内

部需要のための活動，③その地域における自己消費分

に対応できずに地域外から移入する1舌動，の三つに区

分する.

このうち②と③は地域の需要に対応し，地域内で最

終消費される経済活動であり.I地域産業」とする.

①は地域外の需要に対応する経済活動であり， I移出

産業」と考える.

経済基盤分析では域外の需要に対応する「移出産業」

が地域経済全体を成長させる「基盤」の役割を果たし，

その波及効呆として増大する域内の需要に依存する副

次的な産業として「地域産業」を位置づけている.前

者を基盤産業，後者を非基盤産業と呼ぶ.

表2-7は，離島四地域について基盤産業を推計し

たものである.

各離島とも農業，漁業，鉱業などが基盤産業となっ

表2-7 離島地域の経済基盤分析の結果

区 分 基盤産業

下五島 農業，漁業，鉱業，

食品製造業繊維工業，衣服関連，

木材関連，窯業・土石

上五島 漁業，鉱業，運輸-通信

食品製造業，飲料・飼料，木材関連，

窯業・土石，輸送機械

壬三位:: 岐 農業，漁業，鉱業

食品製造業，飲料製造業，衣服関連，

木材関連，窯業・土石

対 ，馬 農業，林業，漁業，鉱業

食品製造業，衣服関連，木材関連，

窯業・土石
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ている.上五島では農業は基盤産業ではなく，運輸・

通信業が基盤産業となっている.対馬では林業も基盤

産業に加わっている.

また，前節で見たように，製造業は85年以降増加傾

向にあるが，製造業として一括りでみると基盤産業を

形成しているとはいえない.しかし離島に立地する製

造業を業種別にみると，特定の業種に偏ったものになっ

ている.そこで離島立地製造業として，食料品，飲料・

飼料，繊維工業，衣服関連，木材関連，窯業・土石，

輸送機械の7業種に絞って同様の推計を行った(表

2-7の下線部).

各離島に共通するものとして食料品，窯業・土石が

挙げられ，また衣服も上五島を除く 3地域で基盤産業

となっている. したがって，離島立地製造業の代表的

なものとしてこの3業種を指摘できる.

また，各地域の特徴を表すものとして，下五島では

繊維，上五島では木材関連，飲料・飼料，輸送機械が

ある.壱岐では飼料・飲料，対馬では木材関連が挙げ

られる.上五島において多様な業種が基盤産業として

形成きれていることが，一つの特徴である.

本来，農林漁業など自然産業しか成立しえないとさ

れていたにもかかわらず，労働集約的な製造業が立地

し，かつ経済基盤を形成していることは，離島産業構

造の新しい可能性を示すものといえる.

(2)経済基盤分析の問題点と構造連関

地域の経済発展を具体的に産業構造の変化としてと

らえ， 1990年の就業状況から離島経済を支える経済基

盤を推計した結果，脆弱になりつつも農業・漁業といっ

た自然産業が地域経済の中心であり，離島型製造業と

いえる衣服，食品加工業が地域経済の中心核として成

長してきたことを指摘できる.しかし，経済基按分析

の手法自体にいくつかの間題点がある.

①まず，経済活動の3区分のうち，移出部門のみを

地域経済の基盤として捉えていることである.先にみ

たように公共投資の増加に伴う建設業の増加や，商業・

サービス業などの第三次産業の急増が生じている.こ

れらは外部からの働きかけであり，前項の②と③の分

類に該当するものである.このような経済活動が離島

地域経済の主要を占めており，一部の「移出産業Jの
みを基盤と捉えることは無理がある.

②次に基盤活動を重要視するあまり，非基盤活動を

軽視し過ぎている点である.r基盤Jの根拠は何かと
いう問題と絡むが，内部構造の連関を捨象しているこ

とについて，多数の指摘されている.基盤産業の成長，

すなわち移出の増大は地元市場を拡大し， r地域産業J

聡ら

の成長と移入品の増大を導き，移入品の増大が「地域

産業」を刺激して成長を促す(中村， 1990). 現実的

には， r地域産業」と呼ばれるものが活性化されて，
地域経済そのものが発展する可能性もある.

③最後に，基盤活動である「移出産業」の継続性で

ある.どの業種であれ，全国の産業構造の変化や景気

変動の影響を受け，時には大幅な生産縮小に至ること

もある.産業には革新(導入)期，成長期，成熟期，

衰退期という製品のライフサイクルがある(中村，

1990). しかし，経済基盤分析では景気変動を静態的

に捉え，地域経済と永久的な関係にあり， r移出産業j
による地域内への生産波及効果が継続すると考えられ

ている(中村， 1990). 

また，経済基盤分析の手法だけでなく，分析結果に

も問題点がある.

①経済基盤分析により，長崎県離島地域では労働力

多用型(労働集約型)の製造業が立地しており，地域

の雇用増加に大きく貢献していることが判明した.し

かし地域資源としての労働力のみと結びついた産業構

造では，経済環境の変化次第で離島地域からの撤退も

ありf辱る.

下五島や壱岐では，衣服関連業などが新たに立地し

ている.これらは労働集約的，言い換えれば労働多用

型である.低労働生産性が特徴であり，低労賃が基本

的となっている.このような就業の場が増えても，島

外流出に歯止めがかかっていない.低労賃のために蒼

年労働者の地場就職の魅力が低下していることが島外

流出の最大の要因の一つである.離島に限らず，これ

まで過疎地域に進出した企業のうち約4割が撤退して

いる.その最大の理由は，進出先で希望就業者数を満

たす事ができなかったことである.

②また離島地域では労働力供給という面で，離島の

ほとんとーが人口の縮小再生産に向かっている問題があ

る.現在の島の過疎化は社会減少によるものだけでな

く，自然減少によるものが多い.離島の人口増減率

(表2-8)をみると， 1985年は自然増減率が玉之浦町

を除きプラスであったが， 1993年には上五島の全町と

他離島の中心地以外でマイナスに転じている.

その理由は，島のなかの選択の可能性があまりにも

乏しいために，若年層が島外にでて行かさ守るを得ない

からである.これまで見てきた通り， 85年以降製造業

の進出や創業が起こり，就業機会は増えたにもかかわ

らず，自然減少という危機的状態に陥っている.同時

に，誘致きれた企業がそれぞれの部門毎に独立してい

るため，他分野への就業影響が小さく，多様性がない
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表 2-8 離島の人口増減率比較表 (85/93)

区 分 自然増減率 社会増減率 自然増減率 社会増減率

下五島 0.30 一1.96

福江市 0.60 -1.62 
富江町 0.34 -2.51 

玉之浦町 -0，12 -3.19 
三井楽町 0.13 -0.28 
岐宿町 0.27 -2.57 

奈留町 0.62 -1.61 

上五島 0.54 -1.74 

若松町 0.38 2.12 
上五島町 0.70 0.11 
新魚目町 0.25 -1.84 
有川町 0.93 -2.57 
奈良尾町 0.45 -2.08 

壱 岐 0.30 -0.75 

郷ノ浦町 0.34 0.74 
勝本町 0.15 -1.25 
芦辺町 0.35 -2.03 

石田町 0.33 -1.25 

対 馬 0.54 -0.76 

厳原町 0.77 0.21 
美津島町 0.55 -0.93 
豊玉町 0.46 1.28 
峰 町 0.55 0.68 
上県町 0.16 -0.94 
上対馬町 0.34 1.45 

資料.全国人口・世帯数表 人口動態表該当年次

ことも島外流出の重大な理由の一つである.

したがって，こうした自然減少の傾向を後退させる

ためには，若年世代が島のなかで選択できる幅をひろ

げることが基本課題である.例えば，上五島での製造

業の多様化と自然増減率の関係を検討すれば，島の産

業を見直して多面的な就業機会を創出することが必要

である.そのためには地域とのつながりを強め，地域

の産業連関を高めていく必要がある.

以上のような経済基盤分析の手法と結果の問題点を

克服するためには，基盤活動と非基盤活動を区別せず，

両者の組み合わせと連関構造の変化を合わせて分析す

る必要がある.すなわち，農林漁業や離島立地製造業

などを個別にみるだけではなく，建設業やサービス業

などの地域の産業構造の連関関係を分析する必要があ

る.このことは離島問題の要因である隔絶性のみなら

ず，狭小性もあわせて検討することを意味している.

0.25 -1.13 

0.25 -0.92 

0.50 一1.12
-0.71 -1.69 
-0.04 -1.35 
-0.34 -0.44 
-0.14 -1.26 

0.13 -1.53 

0.08 -1.69 
0.28 -1.14 
0.14 -0.83 

0.09 2.24 
0.05 -1.74 

-0.06 -1.22 

0.08 -1.31 
0.50 -0.91 
0.11 -0.99 

0.36 -1.92 

0.13 -1.56 

0.37 -1.29 
0.14 -1.16 
-0.17 2.25 
-0.03 -0.48 
一0.20 -2.52 
0.10 -2.06 

第3章 産業ミックスと地域戦略

第l節地域産業連関分析3)

(1)産業連関分析の地域化

これまでの産業構造変化の分析は「構成の変化」や

「連関構造の変化」の分析が主であり，その中心は産

業連関表である.一般に産業連関表は一国単位を基礎

とした投入産出構造の分析であり，地域の連関構造を

分析するにためには，適切な分析とはいし、難い.しか

し産業連関表の「地域化」の手法が開発されているの

で，本章では，データとして新しいとはいえないが昭

和60年長崎県産業連関表によって，離島地域の産業連

関表を推計する.

まず産業連関表の「地域化」を行うには，当該地域

で投入される生産物のうち，当該地域で生産されたも

のの割合を明確にしなければならない.その割合をし
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めす係数を地域供給係数という(金子， 1990). 

Xiを当該地域での i商品の生産， Eiを当該地域か

らの i商品の移出， Miを1商品の当該地域への移入，

Lを当該地域の1商品の地域供給係数とすると，

Li二 (X-E)/(X -E+ M) 

と示せる.

上述の定義では，地域供給係数を求める時に商品別

の移出および移入のデータが与えられていなければな

らない.しかし，実際の統計調査では十分なデータが

与えられないので，既存のデータと特化係数より地域

供給係数を推計する(表3-9).係数がl以上のもの

は当該地域で自給がなされていると考えるが， 1未満

のものは地域外から移入が行われていることを示す.

また部門編成を行う際に製造業では離島地域に立地

していない部門は除去し，食料品製造業や衣服関連な

とマの主な離島立地製造業のみで、集計を行った.以下同

様に，鉱業では石炭業，農業では柑橘類を，運輸では

鉄道業を除去した.したがって，除去した部門は100

%域外から投入されるものと考え，さらに離島内に立

地している部門についても地域供給係数を用いて，そ

の供給の程度を推計した.また，需要構造として，中

間財と最終財のうち域内で中間需要財として消費され

るものを域内中間需要として考え，域外地域で中間需

要財として供給されるものは，域外中間需要として域

内内部取引表から除いて考えた.

聡ら

一般に県段階における経済計算を地域レベルに按分

する方法は，地域の特性による産業構造の質的な特徴

を把握する方法として適さないと言われる(地域問題

研究会， 1985).事実，データの制約上かなり唆昧な

数値もあり，機能分析に耐え得る精度とはいい難い.

しかし本章は産業の連関構造を経済波及効果として捉

えることが目的であるから，各離島地域を移入部分と

自給部分とに区別して，自給部分の内部構造の特徴を

離島相互に比較し，特色に応じた展開方向を探る限り

では有益と考える.

(2)地域産業連関分析の結果と考察

通常，中間需要率は財の性格により大きく変化する

が，生産物を他産業に供給する原料供給型産業で高く

なる.ただし，たとえ原料供給型産業であっても，当

該地域に生産物を需要する産業が立地してなければ中

間需要率は低くなる.県全体で農業をとらえると中間

財的加工産業であるが，離島内に農産加工業の立地が

少ないため，農産物は島外流出の形になり域内の中間

需要率は小さくなる.

農業の例で明らかなように，離島地域での域内の連

関構造は強固なものとはいえない.これは第 l章で指

摘したように，離島経済の一般的特性によるものと考

えられる.

そこで経済波及効果を高めていくには，地域の需要

構造だけで捉えるのではなく，産業聞の生産技術の関

係や原料供給など，産業と産業の結合の仕方について

表 3-9 地域供給係数

区 分 下五島 上五島 '世E 岐 対 馬

農 業 2.56898 0.69948 3.46907 1目03483
林 業 0.75082 0.66271 0.38134 7.18227 
漁 業 18.92049 41.19871 18.90748 32.22649 
鉱 業 2.43404 1.52206 1.15202 1.32426 
建設業 1.05174 1.77303 1.05088 1.27680 
製造業 0.15922 0.10441 0.22341 0.20777 
第三次産業 0.62621 0.61572 0.48047 0.58683 
サービス 0.95606 0.89674 0.84042 0.84659 
o 務 1.66375 1.06604 1.21132 2.44365 

注.地域供給係数Lは，地域での生産X，地域からの移出 E，地域への移

入M により次式より求める

L=(X-E)/(X-E十M)

電気ガス

運輸通信

商業

金融保険

不動産

0.87001 
0.85857 
0.80952 
0.50130 
0.09163 

0.93318 
1.04708 
0.67093 
0.39380 
0.03360 

0.60541 
0.81069 
0.64189 
0.32472 
0.01962 

0.88998 
0.81061 
0.74474 
0.41206 
0.07674 
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検討する必要がある.このように産業と産業の結合の

仕方に着目して，通常の産業分類の順序ではなく，産

業聞の特性に応じて産業連関表を再配列する方法があ

る.それを「産業連関表の三角化」と呼ぶ.以下，離

島地域の産業構造の「三角化」を通して，経済波及効

果の起源となりうる産業を特定していく.

まず三角化の概念?を整理しておく.簡単に，三部門

で構成きれた産業構造を仮定する.

第一部門は他のすべての部門から投入財を入手する

が，その一方で当該部門の製品は他産業の中間投入財

とはなりにくく，その多くが最終需要財として使われ

る.第三部門は他の部門からの投入財をうけず，すべ

ての部門に生産物を中間財として供給している.第二

部門は一方からの生産物を投入財として入手し，他方

に生産物を中間財として提供するという中間的な部門

である.実際の産業連関表ではそれぞれが複数の部門

列を有しているので，主対角線右上にゼロ，左下に非

ゼロの数値が並ぶ経済序列を表した三角ブロックが表

れる(横倉， 1990). 

ここでは産業の特性を「独立性・従属性・序列性・

循環性」といった概念で整理し，三角化モデルを作成

した.①独立性とは他産業との相互依存関係がないこ

とであり，他産業の生産物を投入したり，自部門の生

産物を他部門に中間財として供給することは少なく，

最終需要財としての性格をもっ.cg:従属性とは各産業

の製品を他産業の中間原料として供給し合う相互関係

があることを示しており.比較的中間需要財としての

性格をもっ.③序列性とは産業問の相互依存関係が対

等ではなく，序列が存在している事を示す.すなわち

生産工程の上流から下流への系列化を表している.④

循環性は序列性の逆であり，両者相互に原料を供給し

あう産業の組み合わせを示す.一般に中間財的基礎産

業に属する産業グループの特性といえる(鳥居， 1976). 

三角化の作成方法として，最も単純な基礎的部門か

ら中間的部門を通して最終部門へと各部門を積み上げ

ていく方法を採用し，次に主対角線上の右上にゼ、ロ，

左下に非ゼロの数値が並ぶように産業の配列を変化さ

せた.これはまず独立性の高いものは上方に.従属性

をもつものは下方に配置する.次に序列性にしたがっ

て，序列性の強い部門は上方tこ循環性の強い部門は下

方に配置するものである.

一般に三角化を行えば，ブロック独立性とプロック

三角性が表れる.I独立性」を基準に再配列を行えば，

いくつかのブロックに分割jできる.ブロック聞は依存

関係はなく独立しているが，ブロック内では投入構造

が成立している.次lこ[序列性Jによってブロックご

とに再配置を行えば，ブロック内で三角性を示す.

表3-10は，離島地域を代表して，下Ji.易地域の産

業構造を三角化したものである.離島地域の産業構造

では，幾分フ守ロックを形成していると思われるのが建

設業，製造業である.ブロック内を序列でみると建設

業，製造業，林業，農業，第三次産業のJijl{になってお

り.離島経済の波及i原として建設業，製造業が位置づ

けられている.建設業はもともと最終需要加玉産業で

あり，離島立地製造業は食料品加工，飲料加工.繊維

製品など最終需要加工産業が中心である.また農業.

林業はともに中間財的加工産業であり，県全体でま雇え

た時の産業聞の序列が，そのまま地域の序列にも適用

されている.ただし，移出入の範囲がせばまっている

ので中間需要，中間投入ともに低くなっており，経済

波及効呆は軽度にとどまる.

したがって地域活性化の戦略として，産業聞の序列

性の高次のものを刺激する必要がある.そのためには

建設業，製造業のうち農林業を原料として需要するも

表3-10 下五島地域の産業連関三角化

区分 公務 漁業 建設業 製造業 林業 農業 第三次産業 鉱業 サービス

公 務 。 O O O O O 。 。 。
漁 業 。12，794 。19，792 。 O 。 。1，618 
建 設 業 2，919 116 1，157 。 O 。 。 O O 
製 造 業 3，481 。25，800 52，025 O O O O 。
林 業 。 O 663 4，151 2.099 。 O 2 244 
農 業 。 。 194 96，041 228 17，918 。 。9，155 
第三次産業 15，576 11.547 8，744 83，037 667 10.939 175.131 。1，908 
鉱 業 6 。8，512 7，926 。 。47，557 46 。
サービス 20，141 O 14.116 11，598 O O 。 289 51，240 
資料:長崎県産業連関表をもとに作成
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のを域内に立地させることによって，経済波及効果を

高める事ができる.

また別の視点で三角化を見直せば，漁業の独立性が

特徴といえる.離島の中心産業である漁業が産業聞に

影響を及ぼしていないことも，離島経済の産業連関を

弱める原因でもある.これは水産物加工が魚家単位で

行われていて，事業所単位の製造業と漁業との関係が

希薄なためである.

他離島地域の産業連関の三角化でも，下五島同様に，

域内の取引基本表の内生部分は縮小しているものの，

産業問の序列化は保持されているので，特定のブロッ

クにおいては経済波及効果が望める.しかし漁業の独

立性が強いため，漁業を起点とした経済波及効果は望

めない.離島経済の中心である漁業が経済波及効果の

起点となりえていないことが，離島経済を不利に追い

やる主要因である.

第2節産業ミックスの概念

前節で産業連関の三角化より，漁業が序列化されて

いないことが判明した.85年から90年にかけて製造業

が急増したことは第2章で指摘した通りであるが，上

五島・対馬で主力となったのは水産物加工である.新

商品の開発，第三セクター会社の設立，独自の販売戦

略などの条件が合わさり，急成長を果たした.漁業そ

のものは地域の経済波及効果の起点となりえなかった

が，水産物加工業が漁業内部から独立して，製造業と

して序列化の核に成長したことが伺える. しかし，も

ともと何もなかった訳ではなく，漁業内で自家生産に

従事する漁業就業者は比較的多かった.85年当時に水

産物加工は「業」として確立せず，漁業に従属してい

たが，水産物加工業の本格的確立によって製造業に移

転された.

本節では，これまでの経済波及効果の理論の枠組み

を維持しつつ， r産業ミックスjの形成として水産物
加工業の推移を分析する.

表3-11から表3一141ま昭和55年と昭和60年の産業

と職業の組み合わせである.前節での産業連関表と比

較する意味で，昭和60年を軸に産業間，職業聞の移動

について分析する.

例えば，下五島では農業従事者は 5，103人だが，そ

のほとんどが農林漁業作業者であり，他の職業につい

ている人は少なく，職種も多様性がない.しかし同じ

く漁業を見ると職種数ではほとんど差がないが，管理

的従事者，事務，運輸，生産工程労務者などの項目で

大きな差がでている.産業分類での漁業就業者は5年

聡ら

間で35人減少しているが，減少の大きな要因は農林漁

業作業者であり，管理・事務では増加している.また

運輸・通信 (80年125人→85年26人)，生産工程労務者

(80年28人→85年108人)は，それぞれ対照的な変化を

している.漁業内で大幅な職業構造の変化が生じたと

考えられる.

上五島で急増した産業は，鉱業と建設業である.と

もに特定の職種に偏っているわけではなく，全般的に

増加しているため，職業構成上も大きな変化はない.

ただ農業では農作業従事者に限定されているのに対し

て，漁業では多彩な職種が構成されている.特に管理

業務，運輸・通信業務，生産工程業務従事者数が多い

ことが特徴である.

壱岐では島の中心産業である農業が，少人数だが多

様な職種を構成している.農林漁業作業者は全体的に

減少しているが (80年9，175人→85年7，947人)，サー

ビス産業での農林漁業作業者数は22人増加している.

これは農林漁業の観光化の一端をなすものと考えられ

る.

しかし，壱岐の最大の特徴は製造業である.産業別

分類では製造業は80年の845人から90年の995人に増加

しているが，そのほとんどが労務者である.これは建

設業とは全く別の傾向であり，建設業では労務作業従

事者が減少して，管理や事務的作業の従事者が増えて

いる.

対馬では.生産工程やサービス従事者が減少してい

る.また管理的従事者も全体として減少しており，第

一次，第二次産業では増加しているものの，第三次産

業で減少しているなど産業によりばらつきがある.こ

れは産業構造の変化の過程を示すものである.

以上みてきたように，産業就業者数の増減は各職種

に一様に影響を及ぼすものではない.例えば下五島の

農業のように，全体的な減少傾向のなかで，若干とは

いえ，生産工程作業者や販売従事者の増加を伴ってい

る.これは産業就業者数の変化は均一的なものではな

し職業聞において程度の差があることを示している.

経営形態の違いによるものが主要因と考えられるが，

このように地域を「職業Jとして見直すことにより，

f産業」とは異なる地域の特徴を見いだすことができ

る.この点に着目し，産業内の職種配分の変化が将来

における産業間分業の前提をなすものと捉える考え方

がある(松井， 1990). 

例えば，離島内で新規に企業を創業するさい，離島

の就業者のほとんどは農業，漁業の後継者である.こ

のことを考慮にいれず，農業，漁業との関係を切り離
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表3-11 下五島地域の産業別・職業別就業人口(15歳以上)
1980年 単位.人

総 専門的・ 管理的 事務 販売 農林 採掘 運輸 技能工・ 保安 サーピ 分類

区 分 技術的職 職業 従事者 従事者 漁業 作業者 通信 生産工程 職業 ス職業 不能

数 業従事者 従事者 作業者 従事者 作業者他 従事者 従事者

総 数 24，964 2，156 607 2，402 2，897 9，428 43 1，343 4，296 400 1，390 2 

農業 6，221 3 5 3 6，207 3 
林業 54 2 2 8 39 2 1 
漁業 3，296 23 34 11 3，050 125 28 20 

鉱業 73 l 8 38 12 13 1 
建設業 2，407 19 80 151 10 2 203 1，929 13 
製造業 958 7 28 77 41 6 l 54 742 2 

電気・ガス 149 3 13 63 68 2 
-水道業

運輸通信 1，298 3 73 279 27 7 715 155 14 25 
商業 4，388 23 108 332 2，602 12 1 134 668 2 506 
金融・保険 284 2 26 126 124 1 2 2 1 
不動産業 9 1 3 5 
サービス業 4，477 2，009 124 684 84 86 1 69 589 16 818 
公務 1，343 85 128 632 l 31 96 368 2 

分類不能 7 3 2 2 

資料:国勢調査(昭和55年)

表3-12 下五島地域の産業別・職業別就業人口(15歳以上)
1985年 単位:人

総 専門的・ 管理的 事務 販売 農林 採掘 運輸 技能工・ 保安 サーピ 分類

区 分 技術的職 職業 従事者 従事者 漁業 作業者 通信 生産工程 職業 ス職業 不能

数 業従事者 従事者 作業者 従事者 作業者他 従事者 従事者

数 23，896 2，261 618 2，685 2，842 8，229 37 1，115 4，181 430 1，484 14 

農業 5，103 1 2 9 5，079 2 8 2 
林業 43 1 12 24 l 5 
漁業 3，264 l 32 44 5 3，020 26 108 1 27 

鉱業 95 2 5 9 32 25 22 
建設業 2，268 58 11 172 8 4 4 155 1，739 17 
製造業 911 4 35 79 41 4 64 681 2 

電気ガス 120 7 8 51 1 l 53 
-水道業

運輸・通信 1，234 2 64 282 33 1 651 155 19 27 
商業 4，436 33 126 439 2，493 13 97 706 1 528 
金融・保険 355 5 28 149 166 2 4 1 
不動産業 18 l 1 2 13 1 
サービス業 4，678 2，034 99 776 74 84 62 622 19 878 
公務 1，387 113 108 668 29 77 390 2 

分類不能 14 

資料・国勢調査(昭和60年)
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表3一13 上五島地域の産業別・職業別就業人口(15歳以上)
1980年 単位:人

品企 専門的・ 管理的 事務 販売 農林 採掘 運輸 技能工・ 保安 サービ 分類

区 分 技術的職 職業 従事者 従事者 漁業 作業者 通信 生産工程 職業 ス職業 不能

数 業従事者 従事者 作業者 従事者 作業者他 従事者 従事者

*会己 数 14，220 1.193 335 1.138 1，588 5，410 。1，044 2，658 116 738 。
農業 887 1 885 l 
林業 39 2 35 2 
漁業 4，965 50 57 11 4，379 188 205 2 73 

鉱業 2 2 
建設業 1，787 13 30 75 4 5 151 1，497 1 11 
製造業 364 17 25 22 1 59 272 1 

電気・ガス 66 5 23 1 36 1 
-水道業

運輸・通信 902 39 148 19 19 576 87 14 
商業 2，077 6 38 102 1，391 5 49 262 224 
金融・保険 156 9 53 80 3 1 
不動産業 4 2 2 
サービス業 2，430 1，152 64 358 56 78 39 266 7 410 
公務 540 22 83 285 3 13 27 105 2 

分類不能 1 

資料:国勢調査(昭和55年)

表3-14 上五島地域の産業別・職業別就業人口(15歳以上)
1985年 単位人

総 専門的・ 管理的 事務 販売 農林 採掘 運輸 技能工・ 保安 サーピ 分類

区 分 技術的職 職業 従事者 従事者 漁業 作業者 通信 生産工程 職業 ス職業 不能

数 業従事者 従事者 作業者 従事者 作業者他 従事者 従事者

総 数 14，481 1，260 391 1，361 1，542 4，855 16 1，027 3，089 124 811 5 

農業 842 2 840 
林業 23 l 20 2 
漁業 4，307 2 55 46 12 3，803 202 119 68 

鉱業 36 2 1 16 14 2 
建設業 2，317 76 70 141 2 5 141 1，852 11 29 
製造業 362 5 13 31 12 3 31 267 

電気・ガス 78 4 7 30 37 
-水道業

運輸・通信 912 3 42 182 16 3 554 98 1 13 
商業 2，228 12 44 170 1，366 4 45 351 238 
金融・保険 169 1 9 70 83 1 1 3 1 
不動産業 4 2 1 1 
サーピス業 2，659 1，008 80 397 51 175 26 326 13 457 
公務 539 29 69 290 l 11 27 109 3 

分類不能 5 
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してしまえば，地域資源の有効利用とはいえない.農

業・漁業と両立する就業条件を確立することが重要で

ある.例えば農作業従事者から販売従事者，生産工程

労務者などへ職業の重心を動かすことがより現実的で

ある.

水産物加工は， 1.5次産業といわれるようにいくつ

かの産業部門にまたがる「業際部門」である.このよ

うに一つの産業部門内で存在していたものがいくつか

の産業部門にまたがることを， I融業化」と呼ぶ.

ただし，ここではより深く言葉を定義する.通常，

業際部門がいくつかの部門にまたがることを融業化と

いうが，ここでは業際部門が確立されることも含めて

融業化として捉える.すなわち漁業という産業内で漁

業作業従事者だけでなく，販売従事者，事務従事者.

生産工程労務者などの新職業従事者が派生してくるこ

とも， I融業化」とする.

これまでの産業育成は産業構成のなかで「産業の専

業化J(例えば農業では農業従事者)を意味している
ことが多かった. しかし地域資源を有効に使用するた

めには， I産業の融業化」ともいうべき多様化が必要

になる.

農業は農作物の生産，販売を行い，商業は商品の物

流に関する業種に携わっている.中間投入の過程を通

して商業と農業の間にある相互関係が重要になってく

るが，融業化とは農業において農作業だけに従事する

のではなく， fJlJえば商業との関係のなかで派生される

職業につくことと考えられる.

この産業の融業化，すなわち同一産業内での新職業

分野の開拓が新産業の創出に影響を与え，産業聞の三

角化構造に基づき新しい投入構造が確立される.これ

までも「隙間産業」などの表現で新産業の創出の必要

性は強調されてきたが， I産業」という枠組みで捉え

るだけでなく， I職業」という枠組みで捉えることに

よって可能性が広がる.このことをここでは「産業ミッ

クス」として理解する.

産業聞の連関関係を「産業連関表の三角化」を通し

て序列化し，また産業内の職種の変化を「産業の融業

化」として捉え，産業の融業化を通して序列の起点で

ある製造業を派生して経済成長していく過程を， I産

業ミックスの形成」とした.産業ミックスとは経済活

動を動態的に捉えるものであり，産業問の関係と職業

問の関係を合わせて考察したものである.

第3節地域戦略の制限要因

本論文では地域戦略の手法として，地域産業連関表

を利用した地域乗数により二種類の方法を検討した.

一つは投入係数を小さくするためにも労働量をより多

く投入する方法である.もう一つは域内中間投入率を

高めることである.離島産業構造の変化は，まさしく

この二方向を追求するものである.比較的平地に恵ま

れた壱岐，下五島ではアパレル関係を中心に企業の誘

致を行い，上五島，対馬では融業化により水産物加工

で創業もしくは成長が生じた.

下五島，壱岐は外来製造業誘致型であり，地域外か

ら資本を導入して地域の経済を刺激する方法である.

上五島，対馬は地場製造業育成型であり，地場資本を

中心に地域ぐるみで育てていく方法である.産業ミッ

クスの概念で整理すれば.下五島，壱岐ではアパレル

関係の企業の集積により，新しく序列化や融業化の核

を形成しようと意図したものであり，上五島，対馬に

おける水産物加工業は融業化を通して新しい序列化を

誘発しようというものであり，上五島・対馬の方がよ

り容易に産業ミックスが形成されたといえる.

しかしながら，産業ミックスが形成されたとしても，

活性化が約束されるわけではない.一離島内において

は，労働力の供給にも中間財の自給にも限界がある.

下五島を中心に考えれば，昭和40年代に甘藷の代わ

りに養蚕が導入された後，製糸工場も誘致され，島の

中心産業として存在していた.農業内部の作目変化か

ら工場立地まで幅広い影響をもたらしており，産業ミッ

クスの代表的事例と言える. しかし近年，繭価の暴落

で養蚕農家が減少し，工場の存続さえも危ぶまれてい

る.産業ミックスは，一度形成されれば永続的に続く

というものではない.下五島農業は作目選択のさいに，

価格支持作目であることなどの条件が加わっているた

め，その選択された作目の価格が下落した場合，離農

者が続出する.当然の事として「ヒト」の流出が「モ

ノ」の関係を崩壊させる.

これまで地域戦略を考えるときには「モノ」を通し

て考えてきたが，産業ミックスでは産業聞の序列化と

いう「モノ」の関係だけでなく，産業内の「ヒト」の

動きも島外流出も含めて，融業化として捉える.経済

成長は直線のような動きではなく，序列化や融業化の

相互作用を通して実現されるものである.

したがって産業ミックスを形成し，かっ維持または

発展させていくためには，産業の連関構造の変化に対

応して，就業機会をどのように確保するかがポイント

であり，多様な就業機会を確保することが重要になる.

しかし，各地域毎に多様な就業機会を構成することは

不可能である.まず離島の許容量として人口増に限界
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があり，かつ就業先の絶対的な不足が挙げられる.こ

こに地域戦略の制限要因として， I人材の確保」が困

難であることを指摘できる.

結章一一総括にかえて

離島経済の課題は，戦後の復興期の過程のなかで隔

絶性，狭小性，孤立性といった地理的条件が経済的不

利条件に転化したことに起因している.海上輸送が中

心の時代には「島jは交通の要所であり，国民の栄養

源が魚質タンパク源に依拠していた時代には食料基地

として機能していた. しかし産業構造は急激に変化し，

海上輸送から陸上輸送へ物流の中心が移動すると，島

は不利条件として象徴される「離島jとして位置づけ

られた.四方を海で囲まれる離島は本土市場との距離，

海上輸送の高コストなど産業・生活両面において困難

を極めた.

狭小性という絶対的な土地不足のなかで，生産基盤，

生活基盤は脆弱なものになり，高度経済成長期の急速

な産業構造の変化は本土と離島の地域格差を拡大し，

若者の島外流出に拍車をかけた.若者の流出は，離島

内で担い手不厄を招き，産業の衰退や集落機能の低下

などの悪循環が生じた.離島振興法による社会資本の

整備にもかかわらず，本土と比べて相対的に定住条件

は悪化し，さらに過疎化，高齢化の一層の進展へと進

んでいる.

離島が抱える問題は隔絶性，狭小性など地理的要因

に規定される問題と，過疎化や高齢化等は若年層の流

出など，いわゆる向都性向に代表される人の問題とし

て捉えるごとができる.

本論では地理的要因に規定される経済特性を克服す

る方向として， I産業ミックス」を検討してきた. こ

れまでの地域産業構造は個別業種ごとの「規模の経済J

の追求が中心であった. しかし，これからの地域産業

構造は「範囲の経済J(異業種間提携・序列化)や

「連結の経済J(異種間提携・融業化)などの取り組み

が中心になると思われる.したがって都市型企業の規

模拡大路線ではなく，地域の特色を活かした産業ミッ

クスの形成が地域活性化の方向ではないだろうか.

以下，地域戦略としての産業ミックスの目的を要約

する4)

任個々の経営体としては零細小規模経営が多い.し

かし産業ミックスを形成し，地域の経済活動が連結す

ることにより，地域全体の資本の構成度は高くなり，

新しい付加価値や経済活動を追求することができる.

②多様な就業機会を地域に創出し，地域社会を軸に

聡ら

した経済活動が中心になるため，地域文化を継承する

ことができる.

つまり本土との所得格差是正を唯一の目的とするの

ではなく，地域の生活や経済に適した経済活動を確立

することが地域活性化の戦略の一つであり，その手法

として産業ミックスの概念を提案している.なお残き

れた課題として地域としてのマーケテイングの在り方

ゃあるべき生産組織の形態などがある.地域問題を考

える際の重要なキーワードであり，今後の重要課題と

して残したい.
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Summary 

Japan consists of many is1ands. An is1and is surrounded by the sea and the trans 

portation is generally inconvenient. Many is1ands are 1ess favored with industria1 deve1-

opment and they face a sharp decrease in popu1ation. In this study， Shimo-Gotoh 

is1and in Nagasaki Prefecture was se1ected in order to obtain the measures for slowing 

down the exodus of inhabitants. 

Nagasaki Prefecture has 588 is1ands of which 75 are inhabited. The improvement of 

the 1ife of inahabitants in thos巴 is1andshave been one of the major issues for the 

prefectura1 government. Up to now re1ative1y many researches have been made on the 

巴conomyof those is1ands. Among th巴m Gotohis1ands w日rese1ect巴dfor this study. 

Gotoh is1ands， however， consist of two districts; Kami (north)ー andShimo (south)-

Gotoh. Fishery is a predominant industry in Kami-Gotoh. So it was considered that 

this district was not well suited for study， because the porpose of this study was to ana-

1yze theinter-re1ations between the industries 10cated in an is1and. In Shimo-

Gotohis1and， in addition to traditiona1 industries such as agricu1ture， fishery and some 

forestry， a si1k -lspinning factory， some workshops of appare1 industry and fish -proc-

essing industry are 10cated. The si1k -spinning factory was白stab1ishedin 1980 and the 

output of the factory has be巴ndecreasing with declin巴 ofsericu1ture in the is1and. 

The output of apparel and fish-processing industri日shave been increasing. Thus 

Shimo-Gotoh island were se1ected for this study. And the spread effect and inter-

relations betw巴enindusties were estimated with aid of inter -industy analysis. 

The study shows that two patterns are observed of the deve10pment ofindutries in the 

is1and. One is the development of exogenous industries目 Inthis case， the industries 10-

cated in the is1and have little re1ation to the resources of the is1and other than 1avor 

force as apparel industry. The other is re1ated to endogenous industries. The indus-
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tries in this case havea close relation to the resources of the island as fish-

processingindustry， and the development of the industry of this kind may 

accelarateecomomic activities of related industri巴smaking use of the resources of is-

land. In this study the concept of industry mix was introduced from astandpoint of fos-

tering the inter-relations between industries. 

In order to overcome the disadvantages of the island， it is quite important to promote 

the development of endogenous indutri巴sand toforster the inte灯r唱可唱叫i均atio叩ns between 

ind血白utriせle開s. They wiU help pave th 巴 way to generate new industries by islanders them-

selves. 


